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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第47期
第３四半期
連結累計期間

第48期
第３四半期
連結累計期間

第47期

会計期間

自平成27年
　１月１日
至平成27年
　９月30日

自平成28年
　１月１日
至平成28年
　９月30日

自平成27年
　１月１日
至平成27年
　12月31日

売上高 （千円） 6,219,568 7,737,061 8,987,082

経常利益 （千円） 87,466 130,599 55,395

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（千円） 25,651 68,236 186,565

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 19,293 57,067 194,814

純資産額 （千円） 4,192,246 4,372,763 4,367,768

総資産額 （千円） 5,588,876 6,096,906 5,756,033

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 0.99 2.62 7.17

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 75.0 71.7 75.9

 

回次
第47期
第３四半期
連結会計期間

第48期
第３四半期
連結会計期間

会計期間

自平成27年
　７月１日
至平成27年
　９月30日

自平成28年
　７月１日
至平成28年
　９月30日

１株当たり四半期純利益金額又は

四半期純損失金額（△）
（円） △1.06 2.07

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、第１四半期連結累

計期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としておりま

す。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につきましては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

 

２【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社と株式会社ネットカムシステムズ）が営む事業の内容に

ついて、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

 

(1) 業績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府・日本銀行による経済政策や金融緩和政策の継続に

よって、企業収益は足踏みがみられるものの高い水準を維持しており、雇用・所得環境は穏やかな回復基調にあ

る一方で、中国をはじめとするアジア新興国・資源国等の景気減速感や英国の欧州連合（ＥＵ）からの離脱問題

など海外情勢の影響により、株価の下落や為替の円高方向への動きなど、景気の先行きは依然として不透明の状

況で推移してまいりました。

情報サービス産業におきましては、マイナンバー制度への対応、金融機関などの企業のITインフラ更新、クラ

ウドコンピューティングの普及、SNSの利用拡大などにより、各企業のIT投資は堅調に推移してまいりました。

このような情勢の中、当社グループは「公共事業」「エンタープライズ事業」「システム基盤事業」と株式会

社ネットカムシステムズの強みを生かした、よりセキュアでスケールアウトした形態のトータル・ソリューショ

ンサービスの創出とビジネス化を図り、IoT／ビッグデータ／ソーシャル／分析といった次世代型ソリューショ

ン分野への進出に向けた基盤の確立に取り組み、事業活動を推進しております。

この結果、当第３四半期連結累計期間の経営成績につきましては、売上高は7,737百万円（前年同四半期比

24.4％増）、営業利益は115百万円（前年同四半期比47.9％増）、経常利益は130百万円（前年同四半期比49.3％

増）、親会社株主に帰属する四半期純利益は68百万円（前年同四半期比166.0％増）となりました。

なお、当社グループは、「情報サービス」の単一セグメントであるため、セグメントごとの記載はしておりま

せん。

サービス品目別の売上高は次のとおりであります。

①アプリケーションソフトウェア開発

アプリケーションソフトウェア開発は、主に官公庁、金融、通信、公益、製造及び流通などの業務ソフトウェ

ア開発が中心であります。当第３四半期連結累計期間におきましては、売上高は4,960百万円（前年同四半期比

13.4％増）となりました。

②パッケージソフトウェア開発

パッケージソフトウェア開発は、主に自治体を中心とする行政経営支援サービス（FAST）及びＰＣセキュリ

ティ/アクセス管理ソリューション（ARCACLAVISシリーズ）が中心であります。当第３四半期連結累計期間にお

きましては、売上高は1,627百万円（前年同四半期比26.1％増）となりました。

③コンピュータ機器等販売

コンピュータ機器等販売は、主に自治体及び一般企業を取引先として、コンピュータ機器とその周辺機器や

ネットワーク製品を中心とした販売が中心であります。当第３四半期連結累計期間におきましては、売上高は

1,148百万円（前年同四半期比107.2％増）となりました。

 

(2) 財政状態の分析

（資産の部）

当第３四半期連結会計期間末における総資産は6,096百万円となり、前連結会計年度末と比べ340百万円の増

加となりました。流動資産は、現金及び預金、商品及び製品が増加したこと等により790百万円増加し4,348百

万円となりました。固定資産は、無形固定資産、投資その他の資産が減少したこと等により450百万円減少し

1,748百万円となりました。

 

（負債及び純資産の部）

負債は、買掛金、未払法人税等、賞与引当金が増加した一方で長期借入金が減少したこと等により前連結会計

年度末に比べ335百万円増加し1,724百万円となりました。

純資産は、親会社株主に帰属する四半期純利益が発生した一方で、配当金を支出したこと及びその他有価証券

評価差額金が減少したこと等により前連結会計年度末に比べ4百万円増加し4,372百万円となり、自己資本比率は

71.7％となりました。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題
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当第３四半期連結累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

(4) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間における研究開発活動の金額は、88百万円であります。

なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①　【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 98,000,000

計 98,000,000

 

②　【発行済株式】

種類

第３四半期会計期間末

現在発行数（株）

（平成28年９月30日）

提出日現在発行数（株）

（平成28年11月14日）

上場金融商品取引所名

又は登録認可金融商品

取引業協会名

内容

普通株式 26,051,832 26,051,832

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数

100株

計 26,051,832 26,051,832 ― ―

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高　
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

平成28年７月１日～

平成28年９月30日
－ 26,051,832 － 1,302,591 － 1,883,737

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成28年６月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

 

①【発行済株式】

平成28年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　　15,700 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　26,033,500 260,335 －

単元未満株式 普通株式 　　　2,632 － －

発行済株式総数 26,051,832 － －

総株主の議決権 － 260,335 －

 

②【自己株式等】

平成28年９月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％）

ジャパンシステム株式会社
東京都渋谷区代々木

一丁目22番１号
15,700 － 15,700 0.06

計 － 15,700 － 15,700 0.06

 

２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

２．監査証明について
当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成28年７月１日から平

成28年９月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成28年１月１日から平成28年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成27年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成28年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,541,375 1,996,348

受取手形及び売掛金 1,782,540 1,833,913

商品及び製品 14,501 82,939

仕掛品 32,499 89,261

その他 190,472 350,093

貸倒引当金 △4,242 △4,528

流動資産合計 3,557,147 4,348,028

固定資産   

有形固定資産 96,713 88,970

無形固定資産   

のれん 846,406 775,133

その他 629,217 438,775

無形固定資産合計 1,475,624 1,213,908

投資その他の資産 ※ 626,548 ※ 445,998

固定資産合計 2,198,886 1,748,877

資産合計 5,756,033 6,096,906

負債の部   

流動負債   

買掛金 517,254 633,487

短期借入金 150,000 150,000

1年内返済予定の長期借入金 12,996 37,505

未払法人税等 6,041 107,642

賞与引当金 55,139 234,749

その他 539,081 494,009

流動負債合計 1,280,513 1,657,394

固定負債   

長期借入金 41,756 －

資産除去債務 65,781 66,533

その他 214 214

固定負債合計 107,751 66,748

負債合計 1,388,265 1,724,143

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,302,591 1,302,591

資本剰余金 1,883,737 1,883,737

利益剰余金 1,152,036 1,168,200

自己株式 △4,283 △4,283

株主資本合計 4,334,081 4,350,245

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 33,686 22,517

その他の包括利益累計額合計 33,686 22,517

純資産合計 4,367,768 4,372,763

負債純資産合計 5,756,033 6,096,906
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
 前第３四半期連結累計期間
(自　平成27年１月１日
　至　平成27年９月30日)

 当第３四半期連結累計期間
(自　平成28年１月１日
　至　平成28年９月30日)

売上高 6,219,568 7,737,061

売上原価 4,866,789 5,980,335

売上総利益 1,352,778 1,756,726

販売費及び一般管理費 1,274,565 1,641,058

営業利益 78,213 115,668

営業外収益   

受取配当金 9,435 10,646

助成金収入 － 4,521

その他 2,106 2,478

営業外収益合計 11,542 17,646

営業外費用   

支払利息 1,872 1,945

その他 415 768

営業外費用合計 2,288 2,714

経常利益 87,466 130,599

特別利益   

投資有価証券売却益 － 19,310

特別利益合計 － 19,310

特別損失   

固定資産除却損 254 119

特別損失合計 254 119

税金等調整前四半期純利益 87,212 149,789

法人税、住民税及び事業税 98,536 100,209

法人税等調整額 △36,975 △18,655

法人税等合計 61,560 81,553

四半期純利益 25,651 68,236

親会社株主に帰属する四半期純利益 25,651 68,236
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
 前第３四半期連結累計期間
(自　平成27年１月１日
　至　平成27年９月30日)

 当第３四半期連結累計期間
(自　平成28年１月１日
　至　平成28年９月30日)

四半期純利益 25,651 68,236

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △6,358 △11,168

その他の包括利益合計 △6,358 △11,168

四半期包括利益 19,293 57,067

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 19,293 57,067

非支配株主に係る四半期包括利益 - -
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（企業結合に関する会計基準等の適用）

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）、「連結財務諸表に関する会計基

準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成

25年９月13日）等を、第１四半期連結会計期間から適用し、四半期純利益等の表示の変更を行っております。

 

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対応

報告第32号 平成28年６月17日）を第２四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月１日以降に取得する建物附属

設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

これによる損益に与える影響はありません。

 

（追加情報）

（法定実効税率の変更）

平成28年3月31日に「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第15号）及び「地方税法等の一部を改

正する等の法律」（平成28年法律第13号）が公布され、平成28年４月１日以降に開始する連結会計年度から法人税

等の税率が変更されることになりました。

これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の33.1%から、平成29年1月１

日に開始する連結会計年度及び平成30年1月1日に開始する連結会計年度に解消が見込まれる一時差異等については

30.9％に、平成31年１月１日に開始する連結会計年度以降に解消が見込まれる一時差異等については30.6％に変更

されます。

この税率変更により、当第３四半期連結会計期間末における繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した

金額）に与える影響額は軽微であります。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

※ 資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

 
前連結会計年度

（平成27年12月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成28年９月30日）

投資その他の資産 17,900千円 17,900千円

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次

のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成27年１月１日
至 平成27年９月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成28年１月１日
至 平成28年９月30日）

減価償却費 194,546千円 300,599千円

のれんの償却額 22,306 66,121
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成27年１月１日　至　平成27年９月30日）

配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年２月13日

取締役会
普通株式 91,126 3.5  平成26年12月31日  平成27年３月12日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成28年１月１日　至　平成28年９月30日）

配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年２月12日

取締役会
普通株式 52,072 2.0  平成27年12月31日  平成28年３月16日 利益剰余金

 

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成27年１月１日　至　平成27年９月30日）

当社は、情報サービスの単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成28年１月１日　至　平成28年９月30日）

当社は、情報サービスの単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成27年１月１日
至　平成27年９月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成28年１月１日
至　平成28年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 0円99銭 2円62銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（千円）
25,651 68,236

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益金額（千円）
25,651 68,236

普通株式の期中平均株式数（株） 26,036,054 26,036,048

（注） 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成28年11月14日

ジャパンシステム株式会社

取締役会　御中

 

新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 大屋　浩孝　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 春日　淳志　　印

 

     

 
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているジャパンシステ

ム株式会社の平成28年１月１日から平成28年12月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成28年７月１日

から平成28年９月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成28年１月１日から平成28年９月30日まで）に係る四半期

連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について

四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ジャパンシステム株式会社及び連結子会社の平成28年９月30日現在の

財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべ

ての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）　１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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